
平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

7 55 83 必要性 2 有効性 - 達成度 2 効率性 3 必要性 2 有効性 - 達成度 2 効率性 3

（ 人 ） （ 人 ） （ % ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 10 55 60

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ % ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 5 55 80

□ （ 人 ） （ 人 ） （ % ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

44 55 70 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 3

（ 人 ） （ 人 ） （ % ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 42 55 88

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ % ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 33 55 94

□ （ 人 ） （ 人 ） （ % ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

53 55 84 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 3

（ 人 ） （ 人 ） （ % ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 42 55 81

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ % ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 38 55 79

□ （ 人 ） （ 人 ） （ % ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

31 60 82 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 3

（ 人 ） （ 人 ） （ % ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 38 60 76

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ % ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 38 60 58

□ （ 人 ） （ 人 ） （ % ）

努力義務的

表示登記相談事業 市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

対象
土地・建物等の表示で悩んでいる市
民

相談応募者数

土地や建物の登記の問題で悩んでい
る市民

相談応募者数

意図

24年度以降に向けた方向性：

境界にかかわる相談で、問題解決の
方向性を見出す。

0 99 99

24年度以降に向けた方向性：

対象

現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

所管課長 生活文化課　木暮　昭

説明欄：市民総合相談事業。東京土地家屋
調査士会田無支部からの申し出により
H15.10から月１回実施。利用頻度が低く、
相談者がいない月もあるが、無償で行われ
ている。

説明欄：

0 99 99 0

手段
・

内容
土地家屋調査士による相談

説明欄：市民総合相談事業。東京土地家屋
調査士会田無支部からの申し出により
H15.10から月１回実施。利用頻度が低く、
相談者がいない月もあるが、無償で行われ
ている。

全額補助 一部補助有 市全額

0 101 101

相談枠数

相 談 が 役 に
立った相談応
募者数／相談
件 数 （ ア ン
ケート調査）

自主的 義務的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-02

生活文化課
人権・市民相談担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

個-01

生活文化課
人権・市民相談担当

根拠
法令
等

現状維持

54 101 155

0

0

説明欄：

説明欄：市民総合相談事業。東京都司法書
士会田無支部からの申し出によりH15.10か
ら交通費程度の謝金で月１回実施。市民の
利用度も高い。

148

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

説明欄：

説明欄：

所管課長 生活文化課　木暮　昭

説明欄：市民総合相談事業。東京都司法書
士会田無支部からの申し出によりH15.10か
ら交通費程度の謝金で月１回実施。市民の
利用度も高い。

49 99

対象

相談枠数

相 談 が 役 に
立った相談応
募者数／相談
件 数 （ ア ン
ケート調査）

手段
・

内容 相談応募者数

司法書士による登記相談

全額補助

49

54

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
登記に関する相談で、問題解決の方
向性を見出す。

54

一部補助有 市全額

296 350 54

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-03

生活文化課
権・市民相談担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

直営（委託無）

登記相談事業

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

60 101 161

税理士による税務相談

説明欄：市民総合相談事業。東京税理士会
東村山支部からの申し出によりH15.10から
謝金を支払月１回実施。H23年度より謝金
を改正。

市独自上乗せ（上乗・横出）

159

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

所管課長 生活文化課　木暮　昭

説明欄：市民総合相談事業。東京税理士会
東村山支部からの申し出によりH15.10から
謝金を支払月１回実施。H23年度より謝金
を改正。

所管課長 生活文化課　木暮　昭

全額補助 一部補助有 市全額

60 99

相談枠数

相 談 が 役 に
立った相談応
募者数／相談
件 数 （ ア ン
ケート調査）

手段
・

内容

税の問題で悩んでいる市民

60

60

257 60

説明欄：

個-04

生活文化課
人権・市民相談担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

交通事故相談事業

事業
形態

その他（　　　　　　　　　　　　　）

税務相談事業

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 101 101

事業
形態

意図
税に関する相談で、問題解決の方向
性を見出す。

0 99 99

対象

60 197

その他（　　　　　　　　　　　　　）

0

交通事故の解決で悩んでいる市民

相談応募者数 相談枠数

相 談 が 役 に
立った相談応
募者数／相談
件 数 （ ア ン
ケート調査）

手段
・

内容

日弁連から派遣の弁護士による交通
事故相談

説明欄：市民総合相談事業。国土交通省が
日本弁護士会に委託し、各自治体に派遣さ
れた弁護士により月１回実施。 説明欄：市民総合相談事業。国土交通省が

日本弁護士会に委託し、各自治体に派遣さ
れた弁護士により月１回実施。

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

意図
交通事故に関する相談で、問題解決
の方向性を見出す。

0 99 99 0

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

21 55 87 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 3

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 19 55 84

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 34 55 88

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

17 55 81 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 3

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 6 45 83

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 13 50 77

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

44 44 66 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 3

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 51 55 75

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 74 80 72

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,777 18 0 必要性 2 有効性 - 達成度 1 効率性 2 必要性 2 有効性 - 達成度 1 効率性 2

（ 人 ） （ 人 ） （ 回 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 1,772 25 4

上乗 □ （ 人 ） ( 人 ） ( 回 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 1,756 25 1

□ （ 人 ） ( 人 ） （ 回 ）

24年度以降に向けた方向性：

個-05

生活文化課人権・市
民相談担当

根拠
法令
等

自主的 義務的

不動産の売買等で悩んでいる市民

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 101 101

相 談 が 役 に
立った相談応
募者数／相談
件 数 （ ア ン
ケート調査）

99

現状維持
説明欄：

0 99 99 0

努力義務的

不動産相談事業

手段
・

内容

宅地建物取引主任者による不動産取
引の相談

説明欄：市民総合相談事業。東京都宅地建
物取引業協会田無支部からH15.10より申し
出でにより月１回無償で実施。

事業
形態

0

相談応募者数 相談枠数

99

対象

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

意図

努力義務的

対象
年金・労災・雇用保険及び労働問題
で悩んでいる市民

所管課長 生活文化課　木暮　昭

説明欄：市民総合相談事業。東京都宅地建
物取引業協会田無支部からH15.10より申し
出でにより月１回無償で実施。

不動産に関するさまざまな事柄につ
いて、問題解決の方向性を見出す。

0

説明欄：

0 101 101

0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-06

生活文化課人権・市
民相談担当

根拠
法令
等

自主的 義務的
説明欄：

24年度以降に向けた方向性：

99 99 0

24年度以降に向けた方向性： 現状維持 現状維持
説明欄：

0 99 99 0

0
年金・労災・雇用保
険等の相談事業

手段
・

内容

社会保険労務士による年金・労災・
雇用保険等の相談

説明欄：市民総合相談事業。東京都社会保
険労務士会武蔵野統括支部からの申し出に
よりH15.10より月１回無償実施。

所管課長 生活文化課　木暮　昭

説明欄：市民総合相談事業。東京都社会保
険労務士会武蔵野統括支部からの申し出に
よりH15.10より月１回無償実施。

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
年金・労災・雇用保険及び労働問題
に関する相談で、問題解決の方向性
を見出す。 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

相談応募者数 相談枠数

相 談 が 役 に
立った相談応
募者数／相談
件 数 （ ア ン
ケート調査）

個-07

生活文化課人権・市
民相談担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

相続・遺言・成年後
見等手続相談事業

全額補助 一部補助有 市全額

対象
相続・遺言・成年後見等の手続きで
悩んでいる市民

相談応募者数 相談枠数

相 談 が 役 に
立った相談応
募者数／相談
件 数 （ ア ン
ケート調査）

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 101 101

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

説明欄：市民総合相談事業。東京都行政書
士会田無支部からの申し出によりH15>10よ
り月１回無償実施。

所管課長 生活文化課　木暮　昭

説明欄：市民総合相談事業。東京都行政書
士会田無支部からの申し出によりH15>10よ
り月１回無償実施。

現状維持
説明欄：

0 99 99 0

手段
・

内容

行政書士による相続・遺言・成年後
見等の手続相談

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
相続・遺言・成年後見等の手続きに
関する相談で、問題解決の方向性を
見出す。 0 99 99 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個08

生活文化課
市民協働係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市内在住の外国人

外国人登録者
数

ボランティア登
録者数

派遣実績

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

12 127 139

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

0 123 123 0

通訳ボランティア派
遣事業

手段
・

内容

市の窓口等での通訳や市政情報の翻
訳通訳などにボランティアを派遣す
る

説明欄：市民による翻訳通訳ボランティア
を募集し、行政サービスの円滑な提供を支
援する事業。増大する行政ニーズに中で、
制度の周知と、ボランティアの確保が課題
である。
この事業単体ではなく、行政サービスや行
政情報の多言語化を進める中で、当該制度
の位置づけを再検討する必要がある。

所管課長 生活文化課  木暮　昭

説明欄：市民による翻訳通訳ボランティア
を募集し、行政サービスの円滑な提供を支
援する事業。増大する行政ニーズに中で、
制度の周知と、ボランティアの確保が課題
である。
この事業単体ではなく、行政サービスや行
政情報の多言語化を進める中で、当該制度
の位置づけを再検討する必要がある。

全額補助 一部補助有 市全額

12

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
市内在住の外国人にも市の情報を分
かりやすく提供する

35 59 94 35

その他（　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,777 0 0 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 人 ） （ 人 ） （ 冊 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 1,772 0 0

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 冊 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 1,756 720 2,450

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 冊 ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

123 1,080 9 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4

（ 枚 ） （ 時 間 ） （ 時 間 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 119 1,200 10

上乗 □ （ 枚 ） （ 時 間 ） （ 時 間 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 153 1,140 7

□ （ 枚 ） （ 時 間 ） （ 時 間 ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

61 160 100 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 部 ） （ 部 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 61 190 100

上乗 □ （ 部 ） （ 部 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 61 190 100

□ （ 部 ） （ 部 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

64 23 0 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4

（ 費 目 ） （ 回 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 62 23 12

上乗 □ （ 費 目 ） （ 回 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 61 23 0

□ （ 費 目 ） （ 回 ） （ 件 ）

現状維持
説明欄：

説明欄：地方自治法第233条では決算を議
会の認定に付するにあたっては、主要な施
策の成果を説明する書類を合わせて提出す
ることとされている。作成部数などは、現
在の状況で対応できているので、事業実施
の方向性は現状維持。

24年度以降に向けた方向性：

議会、各課、市民

配布先数(議案
資料としての
総務課への提
出部数）

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

100

所管課長

説明欄：地方自治法第233条では決算を議
会の認定に付するにあたっては、主要な施
策の成果を説明する書類を合わせて提出す
ることとされている。作成部数などは、現
在の状況で対応できているので、事業実施
の方向性は現状維持。

103

125

財政課　 下川　尚孝

個09

生活文化課
市民協働係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

発行部数

24年度以降に向けた方向性： 休止

0 0 0

市全額

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 休止

説明欄：

0 0 0

手段
・

内容

外国人のための生活便利帳の作成を
行う

説明欄：市内在住の外国人に向けた、生活
情報提供のための冊子「外国人のための生
活便利帳」の作成についての補助事業（平
成20年度事業、現在は冊子の配布のみ実
施）。

所管課長 生活文化課  木暮　昭

説明欄：市内在住の外国人に向けた、生活
情報提供のための冊子「外国人のための生
活便利帳」の作成についての補助事業（平
成20年度事業、現在は冊子の配布のみ実
施）。

0

市内在住の外国人

外国人登録者
数

編集作業従事者
数

対象

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

市内在住の外国人に向けて生活情報
を分かりやすく提供する。
便利帳づくりを通じた外国人同士の
コミュニティ育成を行う 1,770 4,153

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-10

財政課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

外国人の生活便利帳
作成補助事業

全額補助 一部補助有

現状維持

35 6,052 6,087

1,7705,923

市全額

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

地方自治法第252条の17の5第2項、3項
地方財政法第30条の2

28 5,350 5,378

手段
・

内容

決算結果を国の統一基準である普通会計に
置換分析する。分析に用いるデータは財務
会計システムより抽出し、そのデータをも
とに全国統一様式の各種調査表を作成す
る。財政課職員５名で約１ヶ月を要する。
東京都の検収を経て国への報告に至る。

説明欄：国が実施する地方財政状況調査に
基づきその作成要領に沿って必ず作成する
必要があるため、方向性は現状維持。ま
た、ここで作成された決算データは議会資
料、市の財政状況の分析資料としても活用
されることからその有用性は高い。毎年恒
例の事務であるため、作成にあたっては
年々効率化されてきており、人件費などの
コストは減尐傾向にある。

所管課長 財政課　 下川　尚孝

説明欄：国が実施する地方財政状況調査に
基づきその作成要領に沿って必ず作成する
必要があるため、方向性は現状維持。ま
た、ここで作成された決算データは議会資
料、市の財政状況の分析資料としても活用
されることからその有用性は高い。毎年恒
例の事務であるため、作成にあたっては
年々効率化されてきており、人件費などの
コストは減尐傾向にある。

28

決算統計調査表

決算統計調査
表枚数

決算統計調査表
の作成・分析時
間（従事職員数
× 従 事 時 間
数 ） 。 (22 年
度：1日9時間×
24日×5人)

対象

35

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

決算分析の対象データが市の財政状
況の分析・把握につながり、また、
正確な調査表を調製することによ
り、財政健全化を図る指標となる。 44 5,636

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-11

財政課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

決算統計事務

全額補助 一部補助有

実配布部数／
配布先数

103 1,695 1,798

説明欄：

445,680

正確な決算決
算統計調査表
の完成までの
所要時間÷全
調査表枚数

24年度以降に向けた方向性：

地方自治法第233条

100 1,511 1,611

決算状況をより詳細に把握し、理解
してもらう。

125 1,661 1,786

その他（　　　　　　　　　　　　　）

作成部数

決算資料作成事務

手段
・

内容

「主要施策の成果説明書・財政指数
表」を作成し配付及び販売を行う。

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

個-12

財政課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

地方交付税算定事務

全額補助 一部補助有 市全額

対象 交付税基礎数値調査表

交付税算定に
用いられる費
目の数

東京都への数値
報告回数

交付税検査(隔
年実施)におけ
る錯誤措置件
数

24年度以降に向けた方向性：

1,964

現状維持

30 1,968 1,998

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

説明欄：東京都から送付される調査表を作
成要領に従って調製・回答する業務であ
り、方向性を拡大、縮小する余地はない。
また、調査表を正確に作成することは的確
な交付税算定につながり、錯誤措置が未然
に防がれることから、後年度の計画的な財
政運営を実施していく上で重要なこととい
える。

所管課長 財政課　 下川　尚孝

説明欄：東京都から送付される調査表を作
成要領に従って調製・回答する業務であ
り、方向性を拡大、縮小する余地はない。
また、調査表を正確に作成することは的確
な交付税算定につながり、錯誤措置が未然
に防がれることから、後年度の計画的な財
政運営を実施していく上で重要なこととい
える。

現状維持
説明欄：

地方交付税法第5条ほか

23 1,734 1,757 23

手段
・

内容

東京都から送付された交付税基礎数
値に関する調査表を作成し東京都へ
報告。4月～5月にかけてはヒアリン
グも実施される。

30

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
当該年度の交付税算定が正確に行わ
れるようにする。

36 1,928 36

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

62 360 100 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4

（ 枚 ） （ 時 間 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 62 300 100

上乗 □ （ 枚 ） （ 時 間 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 60 330 100

□ （ 枚 ） （ 時 間 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

0 0 100 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4

（ 千 円 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 2,749 1 100

上乗 □ （ 千 円 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 4,412 1 100

□ （ 千 円 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

125 188 67 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 89 89 100

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

2 2 100 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4

（ 回 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■

上乗 □ （ ） （ ） （ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ ） （ ） （ ）

個-13

財政課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

18
説明欄：年２回財政状況の東京都への報告
及び総合交付金の申請のために実施する事
務であり、指定された調査表の作成が主な
内容となる。報告様式は全て指定されてお
り、任意に変更することができないため方
向性は現状維持。可能な限り多くの総合交
付金の獲得に努めることで、財政運営に資
することができるため市民への貢献度も大
きい。

24

27

財政事情調査表

財政事情調査
様式の枚数

財 政 事 情 調 査
表、総合交付金
申 請 書 類 の 作
成・分析時間
【22年度】1日
7.2時間×25日
×のべ2人

正確に作成さ
れた財政事情
調査様式の数/
調査枚数 24 1,665 1,689

説明欄：

東京都市町村総合交付金交付要綱

18 1,783 1,801

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

所管課長 財政課　 下川　尚孝

説明欄：年２回財政状況の東京都への報告
及び総合交付金の申請のために実施する事
務であり、指定された調査表の作成が主な
内容となる。報告様式は全て指定されてお
り、任意に変更することができないため方
向性は現状維持。可能な限り多くの総合交
付金の獲得に努めることで、財政運営に資
することができるため市民への貢献度も大
きい。

財政事情事務

手段
・

内容

東京都から送付された市財政に関す
る(予算額、決算見込等)調表を作成
し、10月と1月にヒアリング。合わせ
て市町村総合交付金の申請も行う。全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

東久留米市の各期における財政状況
を東京都に報告。総合交付金につい
ては補助対象事業を抽出し東京都へ
報告。 27 1,632 1,659

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-14

財政課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

収益事業事務

全額補助 一部補助有 市全額

対象 東京都市収益事業組合

事 務 費 負 担
金、決算認定
用資料作成

精算事務に係る
事務費負担金の
支払い回数（21
年度まで）、決
算認定資料の作
成経費

適正に支払っ
た事務費負担
金（21年度ま
で）、決算資
料の正確な作
成

24年度以降に向けた方向性： 廃止(完了･統合含む)

2,751 15 2,766

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

説明欄：東京都市収益事業組合からは平成
21年度末をもって撤退しており、22年度中
は決算認定事務などがあったが、23年度以
降は東京都市収益事業組合に関する事務は
完全に無くなる。

所管課長 財政課　 下川　尚孝

説明欄：東京都市収益事業組合からは平成
21年度末をもって撤退しており、22年度中
は決算認定事務などがあったが、23年度以
降は東京都市収益事業組合に関する事務は
完全に無くなる。

廃止(完了･統合含む)
説明欄：

東京都市収益事業組合規約

1 50 51 1

手段
・

内容

21年度中は精算事務処理のために設
けられた収益事業組合への負担金の
支払いと、市長・議会議員に対する
連絡事務を行う｡22年度は21年度の決
算認定に関する事務処理を行う。 2,751

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
収益事業組合の決算認定のための資
料作成。

4,412 25 4,437 4,412

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-15

財政課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市民

新規雇用者数
緊急雇用事業に
おける募集総数

新規雇用者数
／募集総数

24年度以降に向けた方向性： 廃止(完了･統合含む)

15 160 175

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

説明欄：

東京都緊急雇用創出事業実施要綱
東京都緊急雇用創出事業交付要綱
東京都緊急雇用創出事業実施要領 8 248 256

緊急雇用創出事業

手段
・

内容

東京都からの交付金を活用して新規
事業を実施し、その事業に従事する
人を市広報、ハローワークなどを通
じて募集し、雇用を行う。

説明欄：緊急雇用創出事業は23年度までの
事業期間とされているため24年度以降は廃
止。

所管課長 財政課　 下川　尚孝

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
経済不況の影響などで職を失った人
に就業の機会を提供する。

0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-16

財政課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
公共施設使用料検討にむけての庁内
検討委員会。

公共施設使用
料検討に関す
る会議の開催
予定回数

使用料検討に関
す る 会 議 の う
ち、時々に予定
された議題に対
しての結論を得
た会議回数

使用料検討に
関する会議の
うち、時々に
よていされた
議題に対して
の結論を得た
会議回数／公
共施設使用料
検討に関する
会議の開催予
定回数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

東久留米市公共施設使用料等庁内検討委員
会設置要綱

6 74 80 6

公共施設使用料検討
事業

手段
・

内容

公共施設検討委員会を開催し公共施
設使用料のあり方を検討する。

説明欄：23年度中に検討委員会を開催して
一定の方向性を出し、24年度はその実施年
度となるため、検討事業自体は縮小とな
る。

所管課長 財政課　 下川　尚孝

説明欄：23年度中に検討委員会を開催して
一定の方向性を出し、24年度はその実施年
度となるため、検討事業自体は縮小とな
る。全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
使用料制度改訂までの道筋を整える
べく検討委員会での論議が交わされ
るようにすること。 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

14 30 16 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 種 別 ） （ 時 間 ） （ 表 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 14 30 16

上乗 □ （ 種 別 ） （ 時 間 ） （ 表 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 14 30 16

□ （ 種 別 ） （ 時 間 ） （ 表 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

528 108 20.45 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 2 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 2

（ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 538 84 15.61

上乗 □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 550 138 25.09

□ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

59 1 1.69 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 個 ） （ 個 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 60 0 0.00

上乗 □ （ 個 ） （ 個 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 61 5 8.20

□ （ 個 ） （ 個 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

975 795 123.64 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 箱 ） （ 箱 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 643 643 104.89

上乗 □ （ 箱 ） （ 箱 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 613 613 84.09

□ （ 箱 ） （ 箱 ） （ ％ ）

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

国が地方公共団体に対し、組織及び運営
の合理化に関する情報提供を行うために必
要な資料を調製するものである。

公共施設の状況による行政水準の分析・
検討を行うための参考資料としての活用が
期待できる。

5

所管課長

24年度以降に向けた方向性：

企画調整課　 森田　好保

現状維持

説明欄：

国が地方公共団体に対し、組織及び運営
の合理化に関する情報提供を行うために必
要な資料を調製するものである。

公共施設の状況による行政水準の分析・
検討を行うための参考資料としての活用が
期待できる。

5

5

個-17

企画調整課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
市が所有、または管理している公共
施設及び市の範囲内において市以外
で管理する施設等

公共施設状況
調査の対象と
なる施設種別
数

調査表の作成時
間

作成した調査
表数

5 145 150

説明欄：

地方自治法第252条の17の5第1項、第2項に
基づく総務省調査

5 285 290

市の公共施設の現況を把握し、国の
要領に沿って調査票を作成するこ
と。 5 147 152

公共施設状況調査事
務

手段
・

内容

19年度より本調査がなくなり、簡易
調査を実施している。

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-18

企画経営室総務課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

条例等審査事務

全額補助 一部補助有

対象 制定・改廃される条例等

東久留米市の
例規総数及び
要綱の総数

審査した条例、
規則、規程の件
数

条例、規則、
規程の総数に
対する更新し
た 条 例 、 規
則、規程の割
合

24年度以降に向けた方向性：

2,574

現状維持

0 2,322 2,322

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

説明欄：
条例の作成手引を作成し、職員誰もが閲

覧できるよう公開キャビネットに掲載し、
添削、修正個所の削減を図るとともに、例
規等の制定、改廃事務における習熟度の向
上を図る。

所管課長 総務課　 小林　尚生

説明欄：
条例の作成手引を作成し、職員誰もが閲

覧できるよう公開キャビネットに掲載し、
添削、修正個所の削減を図るとともに、例
規等の制定、改廃事務における習熟度の向
上を図る。

現状維持
説明欄：

議案等の立案請求について
（昭和48年5月14日東久総庶発第19号）

0 2,289 2,289 0

手段
・

内容

条例等を主管する各課から提出され
た条例、規則、規程及び要綱につい
て、決裁権者の決裁を受ける前に、
法令適合性、用字用語、書式につい
て審査する。

市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
法令に適合した市民に分かりやす

い条例等の整備及び公表。
0 2,574 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-19

企画経営室総務課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
東久留米市公印管理規程別表に定め
られた公印

公印の総数
公印の新調・改
廃数

公印総数に対
する新調・改
廃した公印の
割合

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 606 606

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

東久留米市公印規程

0 594 594 0

公印管理事務

手段
・

内容

公印の管守、公印の使用確認、公印
事前押印の申請受理

説明欄：
「文書の真正性と公信力を証する」とい

う公印の意義を改めて周知し、厳重な管理
と適正な使用の徹底を図る。

所管課長 総務課　 小林　尚生

説明欄：
「文書の真正性と公信力を証する」とい

う公印の意義を改めて周知し、厳重な管理
と適正な使用の徹底を図る。全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
当該文書の真正性と公信力を証する
公印の厳重な管理と適正な使用

35 594 629 35

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-20

企画経営室総務課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
前々年度及び前々年の保管文書のオ
キカエに伴い発生する文書。

保存文書（保
存箱）の数量

保存文書（保存
箱）の数量

保存文書（保
存箱）の数量
の対前年比

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 707 707

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

東久留米市文書管理規程

0 694 694 0

保存文書管理事務

手段
・

内容

前々年度及び前々年の保管文書の
オキカエに伴い発生する文書を保存
文書とし、各課より引継ぎ、保存年
限ごとに文書保存箱に収納された文
書を地下書庫で保存管理している。

説明欄：
確実な文書の管理、処理を行い保管場所

の確保に努め、各主管課における確実な文
書の管理、処理が行えるよう、適切な情報
提供を行う。

所管課長 総務課　 小林　尚生

説明欄：
確実な文書の管理、処理を行い保管場所

の確保に努め、各主管課における確実な文
書の管理、処理が行えるよう、適切な情報
提供を行う。

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
確実な文書の管理・処理（個人情報
等の適正な管理）

0 693 693 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

25,760 25,760 109.94 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ ｋ ｇ ） （ ｋ ｇ ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 23,430 23,430 100.00

上乗 □ （ ｋ ｇ ） （ ｋ ｇ ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 23,300 23,300 100.00

□ （ ｋ ｇ ） （ ｋ ｇ ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

75 75 100.00 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 台 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 75 75 100.00

上乗 □ （ 台 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 75 75 100.00

□ （ 台 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1 1 100 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4

（ 件 ） （申請数） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 1 1 100

上乗 □ （ 件 ） （申請数） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 2 2 100

□ （ 件 ） （申請数） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

7 7 100 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4

（開催数） （開催数） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 8 8 100

上乗 □ （開催数） （開催数） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 4 4 100

□ （開催数） （開催数） （ ％ ）

個-21

企画経営室総務課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
文書引継ぎを受けた保存文書で保存
年限が満了した文書

廃棄文書の数
量

廃棄文書の数量
廃棄文書の数
量の対前年比

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

872 1,666 2,538

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

東久留米市文書管理規程

758 1,635 2,393 758

保存文書廃棄事務

手段
・

内容

文書引継ぎを受けた保存文書で保存
年限が満了した公文書の廃棄確認を
文書発生課に行った上で、廃棄文書
を整理し、職員立会いの下に製紙会
社で溶解処理を行う。

説明欄：
適正、確実な文書の廃棄処理を行い時間

や経費の削減を図り、廃棄に当たっても、
各所管課に廃棄要領の周知徹底を図るとと
もに、個人情報等の漏洩、流出がないよう
に、適正管理の徹底を図りつつ、効率的な
廃棄を行う。

所管課長 総務課　 小林　尚生

説明欄：
適正、確実な文書の廃棄処理を行い時間

や経費の削減を図り、廃棄に当たっても、
各所管課に廃棄要領の周知徹底を図るとと
もに、個人情報等の漏洩、流出がないよう
に、適正管理の徹底を図りつつ、効率的な
廃棄を行う。

全額補助 一部補助有 市全額

872

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 確実な文書の廃棄処理

857 1,632 2,489 857

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-22

企画経営室総務課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 事務機器及び事務機器利用者

機器の故障等
の発生件数

機器の故障等に
対する対処件数

機器の故障等
の発生件数/機
器の故障等に
対する対処件
数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

1,353 833 2,186

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

1,312 817 2,129 1,312

事務機器管理事務

手段
・

内容

行政事務及び市民の利用に支障が生
じないように、事務機器の保守・管
理を行った。

説明欄：
機器のリースについては、長期継続契約

を行うことで、費用の削減を図る。
機器の性能や経費等、定期的な見直しを

行い、行政事務や市民サービスの向上を図
る。

所管課長 総務課　 小林　尚生

説明欄：
機器のリースについては、長期継続契約

を行うことで、費用の削減を図る。
機器の性能や経費等、定期的な見直しを

行い、行政事務や市民サービスの向上を図
る。

全額補助 一部補助有 市全額

1,353

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
コピー機等の適切な管理を行い、円
滑な事務処理及び市民等の利用に応
える。 1,331 816 2,147 1,331

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-23

企画経営室総務課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 　行政境界

確定していな
い行政境界

未確定行政境界
の確認申請数

確定した行政
境界/確認申請
数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

28 303 331

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

地方自治法

30 297 327 30

行政区域の変更及び
廃置分合、証明に関
する事務

手段
・

内容

・申請書収受→審査及び調査→該当
市及び管理課と調整→現地立会い→
行政境界図面を基に確認協定書作
成・決裁→該当市と協定締結 ・
証明用申請書収受→審査、証明書作
成・決裁→交付

説明欄：
地方自治法の規定による法定事務であ

る。
　（地方公共団体の区域の確認・確定）

所管課長 総務課　 小林　尚生

説明欄：
地方自治法の規定による法定事務であ

る。
　（地方公共団体の区域の確認・確定）全額補助 一部補助有 市全額

28

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 　行政境界の確定

8 445 453 8

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-24

企画経営室総務課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象   市議会

市議会開催数
条例で定められ
た定例会及び臨
時会の開催数

適切に事務処
理を行った回
数／市議会開
催数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 4,925 4,925

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

地方自治法

0 4,459 4,459 0

議会の招集、議案等
の作成に関する事務

手段
・

内容

・議会招集告示→議会に付議すべき
事案等の審査→議案等の作成→議会
開会7日前までに議会送付

説明欄：
　（法定事務） 所管課長 総務課　 小林　尚生

説明欄：
　（法定事務）

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
法定事務（直接選挙で選ばれた代表
の議会活動に対する一連の法定事務
手続） 0 3,708 3,708 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

0 0 100 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4

（ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 2 3 100

上乗 □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 0 1 100

□ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

0 0 100 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4

（ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 6 6 100

上乗 □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 5 5 100

□ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1 145 100 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 校 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 1 125 100

上乗 □ （ 校 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1 69 100

□ （ 校 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1 5 100 必要性 4 有効性 - 達成度 2 効率性 3 必要性 4 有効性 - 達成度 2 効率性 3

（ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 3 8 100

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 0 1 100

□ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

個-25

企画経営室総務課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 副市長、教育長

①副市長、教
育長の選任・
退任の件数

退任届受理数、
事務引継ぎ数、
議案提出数

適切に事務処
理を行った回
数／副市長・
教 育 長 の 選
任・退任件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 131 131

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

地方自治法

0 0 0 0

副市長・教育長の選
任・退任に関する事
務

手段
・

内容

・退任があった場合退任届の収受
・事務引継書調製 ・選任について
は、同意を求める議案を提出し議会
の同意を得る

説明欄：
　（法定事務） 所管課長 総務課　 小林　尚生

説明欄：
　（法定事務）

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 法定事務

0 0 0 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-26

企画経営室総務課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
固定資産評価審査委員会、農業委員
会、教育委員会、選挙管理委員会、
監査委員会委員

固定資産評価
審査委員会、
農業委員会、
教育委員会、
選挙管理委員
会、監査委員
会 委 員 の 選
任・退任に関
する件数

退 任 届 出 受 理
数、議案数、関
係機関への通知
数

適切に事務処
理を行った回
数／行政委員
会 委 員 の 選
任・退任件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 252 252

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

地方自治法

0 0 0 0

行政委員会委員の選
任・退任に関する事
務

手段
・

内容

・退任があった場合の退任届収受
・選任にあたっては、議案を提出し
議会の同意を得る
・関係機関への通知

説明欄：
　（法定事務） 所管課長 総務課　 小林　尚生

説明欄：
　（法定事務）

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 法定事務

0 247 247 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-27

企画経営室総務課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
市内にある私立専修学校及び各種学
校

市内の私立専
修学校及び各
種学校

東京都からの通
知文等を、市内
の私立専修学校
及び各種学校に
通知した数と市
内の私立専修学
校及び各種学校
からの各種届出
を受理・審査し
た数の合計

適切に事務処
理した件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

987 303 1,290

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

説明欄：

私立学校法
地方自治法

974 297 1,271

私立専修学校及び各
種学校に関する事務

手段
・

内容

法定事務（私立学校法及び地方自治
法に基づく東京都の特例条例による
事務処理） ・東京都からの通知文の
周知、統計等の調査依頼・集計及び
東京都への回答等・市内の私立学校
からの各種届出の受理・審理

説明欄：
緊急時の各種学校への情報提供等、配慮

が必要。

所管課長 総務課　 小林　尚生

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
法定事務（東京都委託事務）
・市内の私立専修学校及び各種学校
の指導・監督 965 247 1,212

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-28

企画経営室総務課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
固定資産税の納税者（審査の申出及
び決定の取消しの訴え者）

固定資産の納
税者のうち、
審査申出及び
決定の取消し
の訴え者数

審査会の開催回
数

適切に処理で
きた審査申出/
審査申出数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

266 1,362 1,628

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

地方税法
東久留米市固定資産評価審査委員会条例

145 991 1,136 145

固定資産評価審査委
員会事務

手段
・

内容

（事務処理フロー）
審査申出→形式審査→書面審査→実
地調査（必要に応じ）→口頭意見陳
述（希望者）→決定（棄却・容認）
→通知（審査申出人・評価庁）

説明欄：
（法定事務） 自治法、地方税法等 所管課長 総務課　 小林　尚生

説明欄：
（法定事務） 自治法、地方税法等

全額補助 一部補助有 市全額

266

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

法定事務（固定資産課税台帳に登録
された価格に対する不服について審
査決定をし、市民（納税者）の権利
利益の救済を図る） 44 296 340 44

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

必要性 3 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4

（ 人 ） （ ） （ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 0

上乗 □ （ 人 ） （ ） （ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 0

□ （ 人 ） （ ） （ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

116,390 5 0.004 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 116,491 19 0.016

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 116,010 24 0.021

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

114,754 未把握 未把握 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 4

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 114,807 未把握 未把握

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 116,010 未把握 未把握

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

72 20 2 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 件 ） （ 日 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 46 16 4

上乗 □ （ 件 ） （ 日 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 48 15 4

□ （ 件 ） （ 日 ） （ 件 ）

個-29

企画経営室総務課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 事業所・企業、農林業経営体、市民

全数又は抽出
数 （調査内
容によって異
なる）

調査客体数及び
調査票の配布数

調査客体数及
び調査票の回
収・回答数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

5,723 9,537 15,260

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

（国）統計法

55,011 27,881 82,892 81

基幹統計、その他の
統計調査に関する事
務

手段
・

内容

国勢調査、経済センサス基礎・活動
調査、住宅・土地統計、就業構造基
本、農林業センサス、工業統計、建
設工事統計、全国消費実態、商業統
計、全国物価統計、学校基本調査及
び市独自の統計ひがしくるめ

説明欄：
統計法に基づく法定受託事務のため、調

査方法、内容とも厳格に定められており、
市独自では事業の見直しはできない。

所管課長 総務課　 小林　尚生

説明欄：
統計東久留米の作成では、市の行政事務

や市民サービスの向上に寄与されている。
平成22年度は、国勢調査、工業統計調

査、建設工事統計調査及び学校基本調査を
実施し、各種行政施策の基礎資料として活
用されるものである。

全額補助 一部補助有 市全額

70

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

国の基幹統計調査等を地方自治体が
行うことにより、実態を明らかに
し、各行政施策の基礎的資料を得
る。 8,080 9,888 17,968 78

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-30

企画経営室総務課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市民、行政対象者の個人情報

市民、行政対
象者の数

個 人 情 報 の 開
示・訂正請求の
件数

開示・訂正請
求件数／市民
等の総数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 303 303

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

東久留米市個人情報保護条例

102 297 399 102

個人情報保護制度運
営事務

手段
・

内容

個人情報保護条例の規定に基づく
開示請求により、東久留米市の実施
機関が保有する自己の個人情報を開
示するとともに、個人情報の開示請
求の処理状況を公表する。

説明欄：
各所管への個人情報保護制度の周知徹底

を図り、情報漏洩防止や適正管理に努め
る。

また、昨今の情報の目的外利用や外部提
供についても十分留意し、適正な事務執行
を行う。

所管課長 総務課　 小林　尚生

説明欄：
各所管への個人情報保護制度の周知徹底

を図り、情報漏洩防止や適正管理に努め
る。

また、昨今の情報の目的外利用や外部提
供についても十分留意し、適正な事務執行
を行う。

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

実施機関が保有する個人情報の開
示、訂正、利用の中止を請求する権
利を明らかにし、個人の権利利益の
保護を図る。 41 297 338 41

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-31

企画経営室総務課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市民

市民数
資産報告書等の
閲覧人数
　(総務課窓口)

資産報告書等
の閲覧人数/市
民総数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 26 26

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

政治倫理の確立のための東久留米市長の資
産等の公開に関する条例

0 25 25 0

市長の資産等の公開
に関する事務

手段
・

内容

市民に条例に基づき、市長から資産
等報告書等の報告を受けて、７月１
日より閲覧及びホームページに掲載
した。また、広報で閲覧できること
のお知らせを掲載

説明欄：
市民と行政との更なる信頼関係の確立、

協働体制の進展等に資するべく、本制度
（条例）の主旨に則り、引き続き適正に事
務を執行している。

資産報告書等についても、市のホーム
ページに掲載し公開している。
　（アクセス者数は不明）

所管課長 総務課　 小林　尚生

説明欄：
市民と行政との更なる信頼関係の確立、

協働体制の進展等に資するべく、本制度
（条例）の主旨に則り、引き続き適正に事
務を執行している。

資産報告書等についても、市のホーム
ページに掲載し公開している。
　（アクセス者数は不明）

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
任期中の市長の資産の状況等を公開
する措置を講じること等により、政
治倫理等の確立を図る。 0 25 25 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-32

企画調整課
秘書広報担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

・市の公益や文化向上に功績のあっ
た方、市民の模範になった方。
・市の産業の発展及び技能の錬磨や
後進の育成等活に貢献した者。

表彰者数
事前審査の延べ
日数

市民からの後
部による推薦
数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

415 3,835 4,250

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

・東久留米市表彰規則
・東久留米市産業技能功労者表彰規定 540 3,765 4,305 540

表彰式典事務

手段
・

内容

東久留米市表彰規定に基づき、該当
候補者の推薦を依頼し、表彰審査会
にて決定、10月1日の式典において顕
彰する。22年度は市制施行40周年記
念事業として実施した。

説明欄：

・市政への貢献者・功労者を顕彰すること
で表彰者も一般市民も本市への帰属感や一
体感という意識を醸成することができ、地
域への愛着も増すことから、必要性・有効
性が高い事業である。今後も継続していか
ねばならない。

所管課長 秘書広報担当　 中島　哲

説明欄：

・市政への貢献者・功労者を顕彰すること
で表彰者も一般市民も本市への帰属感や一
体感という意識を醸成することができ、地
域への愛着も増すことから、必要性・有効
性が高い事業である。今後も継続していか
ねばならない。

全額補助 一部補助有 市全額

415

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
市のために寄与・貢献してきた市民
を表彰することで、「協働のまちづ
くり」の意識広報に結び付ける。 297 3,757 4,054 297

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

770 1,285 60 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 1,126 1,365 82

上乗 □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,126 1,365 82

□ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

20,129 40 40 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 2 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 2

（ ㎡ ） （ 箇 所 ） （ 箇 所 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 20,129 41 41

上乗 □ （ ㎡ ） （ 箇 所 ） （ 箇 所 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 20,129 22 22

□ （ ㎡ ） （ 箇 所 ） （ 箇 所 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

27 49 65 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 2 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 2

（ 台 ） （ 台 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 28 50 68

上乗 □ （ 台 ） （ 台 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 28 44 66

□ （ 台 ） （ 台 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

98 120 120 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4

（ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 107 143 143

上乗 □ （ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 104 127 127

□ （ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

個-33

企画調整課
秘書広報担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市長及び各種団体等

市民や活動団
体と意見交換
や 意 思 疎 通
（ 交 際 ・ 交
流）を図った
件数

理 事 者 の ス ケ
ジュールを調整
した件数

市民や活動団
体と意見交換
や意思疎通を
図った件数÷
ケジュールを
調整した件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

1,510 13,624 15,134

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

東久留米市交際費運用基準
1,149 13,376 14,525 1,149

市長交際活動事業

手段
・

内容
理事者のスケジュール調整

説明欄：
・市民に開かれた市政運営を行うために
は、市政に関する十分な情報を提供し、市
民の意見を聴く必要がある。そのため、市
長が行政執行のために必要な外部との交
際・交流ができる環境を確保する必要があ
る。

・本事業の目的を鑑み、一定の基準のもと
幅広い市民等を対象にしていることから、
より多くの情報を得ることができるため、
必要性・有効性共は高い。

所管課長 秘書広報担当　 中島　哲

説明欄：
・市民に開かれた市政運営を行うために
は、市政に関する十分な情報を提供し、市
民の意見を聴く必要がある。そのため、市
長が行政執行のために必要な外部との交
際・交流ができる環境を確保する必要があ
る。

・本事業の目的を鑑み、一定の基準のもと
幅広い市民等を対象にしていることから、
より多くの情報を得ることができるため、
必要性・有効性共は高い。

全額補助 一部補助有 市全額

1,510

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
市民や活動団体への情報提供や意見
交換により、市政への関心や市民に
開かれた市政運営を目指す 867 13,349 14,216 867

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-34

管財課
管財係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 本庁舎

建物及び設備 修繕箇所
不具合発生件
数

24年度以降に向けた方向性： 拡大

273,587 5,688 279,275

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 拡大

説明欄：

300,414 7,431 307,845 266,759

庁舎維持管理事業

手段
・

内容

電気設備点検・警備・駐車場管理・
清掃・昇降設備・電波障害・施設修
繕工事等。

説明欄：庁舎建設から１４年が経過してお
り、各設備・機器の不具合の発生が増加し
ている。一方、機器類の更新時期が既にき
ており、計画に基づき対応していく必要が
ある。いわゆる基幹設備の更新について
は、経常経費による修繕工事ではまかない
きれないため、設備更新と突発的修繕工事
は分けて検討・対処していきたい。
平成２２年度は国の補助を受け（交付金：
33,654,600円）、地下駐車場床面改修と防
火シャッター改修を実施した。
市庁舎は災害対策本部や災害時の一時拠点
であるため、公共性は高い。

所管課長 管財課　 遠藤　毅彦

説明欄：庁舎建設から１４年が経過してお
り、各設備・機器の不具合の発生が増加し
ている。一方、機器類の更新時期が既にき
ており、計画に基づき対応していく必要が
ある。いわゆる基幹設備の更新について
は、経常経費による修繕工事ではまかない
きれないため、設備更新と突発的修繕工事
は分けて検討・対処していきたい。
平成２２年度は国の補助を受け（交付金：
33,654,600円）、地下駐車場床面改修と防
火シャッター改修を実施した。
市庁舎は災害対策本部や災害時の一時拠点
であるため、公共性は高い。

全額補助 一部補助有 市全額

273,587

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
市庁舎機能の適正維持により、市政
業務・コミュニティー事業等に、確
実に対応する。 284,096 5,618 289,714 284,096

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-35

管財課
管財係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 共用車

共用車数
車検・点検実施
車両数

共用車の利用
率

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

48,444 5,677 54,121

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

26,692 7,431 34,123 26,692

車両管理事業

手段
・

内容

車検・定期点検実施
効率的な使用に向けた管理
エコカー導入による省エネ実施

説明欄：平成２１年度に導入したエコカー
導入（国補助：18,326,990円）により、引
き続き燃料費の削減及び地球温暖化対策に
努め、効率的な運用を実施する。市の事業
開催時等に使用する物品運搬車をはじめ、
多くの車両がかなり老朽化しているが、車
両購入が困難なため、レンタカーやリース
による対応を検討していきたい。
共用車利用は、間接的に住民福祉の向上に
寄与するものである。常に良好な状態で稼
働できる状況を維持する必要がある。

所管課長 管財課　 遠藤　毅彦

説明欄：平成２１年度に導入したエコカー
導入（国補助：18,326,990円）により、引
き続き燃料費の削減及び地球温暖化対策に
努め、効率的な運用を実施する。市の事業
開催時等に使用する物品運搬車をはじめ、
多くの車両がかなり老朽化しているが、車
両購入が困難なため、レンタカーやリース
による対応を検討していきたい。
共用車利用は、間接的に住民福祉の向上に
寄与するものである。常に良好な状態で稼
働できる状況を維持する必要がある。

全額補助 一部補助有 市全額

48,444

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
安全運転・効果的な使用による適切
な車両管理の実施

28,622 5,618 34,240 28,622

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-36

管財課
検査担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 契約金額５０万以上の受注者

契約金額５０
万以上の工事
受注者数

各種検査、事前
打ち合わせ数

契約適正履行
件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

29 193,665 193,694

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

地方自治法、東久留米市検査事務規程

18 14,743 14,761 18

公共工事検査事務

手段
・

内容

公共工事の支出負担に向けた確認事
務として、各種検査の実施

説明欄：検査事務については、地方自治
法、東久留米市検査事務規程に基づき、今
後とも適正・厳正に執行していくつもりで
ある。

所管課長 管財課　 遠藤　毅彦

説明欄：検査事務については、地方自治
法、東久留米市検査事務規程に基づき、今
後とも適正・厳正に執行していくつもりで
ある。全額補助 一部補助有 市全額

29

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
契約内容に即した施工の確認、不適
格業者の選別と排除

23 18,984 19,007 23

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

57,936,222 422,402 154 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4

（ 千 円 ） （ 件 ） （ 数 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 58,102,328 432,375 156

上乗 □ （ 千 円 ） （ 件 ） （ 数 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 58,978,879 418,524 134

□ （ 千 円 ） （ 件 ） （ 数 ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

124 46,924 20 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4

（ 人 ） ( 枚 ) （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 150 43,616 30

上乗 □ （ 人 ） ( 枚 ) （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 150 48,938 30

□ （ 人 ） ( 枚 ) （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

200 約9 175 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4

（ 冊 ） （ 日 ） （ 冊 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 200 9 177

上乗 □ （ 冊 ） （ 日 ） （ 冊 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 200 9 177

□ （ 冊 ） （ 日 ） （ 冊 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

635 1,949 62 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 2 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 所 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 667 1,934 62

上乗 □ （ 所 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 698 1,988 63

□ （ 所 ） （ 人 ） （ ％ ）

各課予算に基づく適法・適切な予算
事務執行を推進すると共に、正当か
つ合理的な事務処理を図る。

各課で予算に基づき事務執行された
支払伝票等全てについて､法令･規則
等に違反していないか､支払科目は適
正か等について審査する｡
疑義がある場合は、伝票を起票した
担当部署へ差し戻し、正しい予算執
行ができるよう助力・助言する。

個-37

会計課
出納係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 公金（収納金、支払金、基金）全体

収納金額 収納金件数

事務誤謬の修
正等に係る振
替伝票および
更正伝票の数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

4,184 40,412 44,596

収納された公金を、予算科目に基づ
き財務会計システム等に記帳する｡
支出命令に基づき、支払日・支払方
法 別 に 処 理 し 債 権 者 へ 支 払 う ｡
現金出納簿その他の帳票を作成し、
公金出納の確実な履行に努める。

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

地方自治法および同法施行令
（市）東久留米市会計事務規則

4,781 31,751 36,532 4,781

出納事務

手段
・

内容

説明欄：法令等に基づき適正に執行すべき
事務であり、現状維持すべき事業と評価す
る。なお、事務事業評価の対象とすべき事
業であるかどうかについて、別途検討する
必要がある。

所管課長 会計課　 林　幸雄

説明欄：法令等に基づき適正に執行すべき
事務であり、現状維持すべき事業と評価す
る。なお、事務事業評価の対象とすべき事
業であるかどうかについて、別途検討する
必要がある。

全額補助 一部補助有 市全額

4,184

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 公金の適正管理

2,810 42,592 45,402 2,810

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-38

会計課
審査係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 庁内伝票起票職員及び決裁者

伝票作成者数 総審査伝票枚数
不備・返却
伝票の割合

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

124 24,134 24,258

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

地方自治法および同法施行令
（市）東久留米市会計事務規則

22 21,311 21,333 22

伝票審査事務

手段
・

内容

説明欄：収支事務は市が各業務等を遂行し
ていく上で絶対不可欠な行為である。
収支に伴い発生する伝票が適正・適法であ
るか否かを審査する事務は、過誤や不正を
防止する上で非常に有効であり、且つ効率
の点においても問題はない。

所管課長 会計課　 林　幸雄

説明欄：収支事務は市が各業務等を遂行し
ていく上で絶対不可欠な行為である。
収支に伴い発生する伝票が適正・適法であ
るか否かを審査する事務は、過誤や不正を
防止する上で非常に有効であり、且つ効率
の点においても問題はない。

全額補助 一部補助有 市全額

124

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

118 24,392 24,510 118

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-39

会計課
出納係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

決算書作成事務

全額補助 一部補助有

対象
市の歳入歳出決算書の調製及び印刷
製本事務

決算書の冊数
決算書作成・配
布に要した日数

決算集計に基
づく決算書作
成および配布

24年度以降に向けた方向性：

1,392

現状維持

424 1,014 1,438

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

説明欄：個-37と同じ
所管課長 会計課　 林　幸雄

説明欄：個-37と同じ

現状維持
説明欄：

地方自治法および同法施行令
（市）東久留米市会計事務規則

417 991 1,408 417

手段
・

内容

出納閉鎖後､決算帳票・事項別明細書
等を出力・整理・集計し、担当部署
へ照会する｡
確認後､印刷製本（業者委託による）
を行い、関係部署へ必要数を配布す
ると共に決算書を整理・保管する。

市全額

424

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 地方自治法第233条の遵守

403 989 403

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-40

産業振興課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 東久留米市勤労市民共済会

東久留米市勤
労市民共済会
加入事業所数

会員数

自立化に必要
な割合（現状
の会費４８０
０円で計算さ
れた自立化必
要な会員数３
１２５人に対
する現状会員
の割合）

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

13,065 755 13,820

説明欄：市が勤労市民共
済会に支出した補助金に
対し、勤労市民共済会の
各科目に合わせて国及び
都からそれぞれの要綱に
より市に補助金として交
付されるものを控除した
額。
国、5,825千円
都、3,206千円

24年度以降に向けた方向性：
説明欄：

勤労市民共済会運営費補助金交付要綱

13,111 741 13,852 4,946

勤労市民共済会管理
運営支援事業

手段
・

内容

中小企業自ら実施することが困難な
総合的福祉事業を実施し、勤労者の
福祉向上のために設立された勤労市
民共済会の管理運営に関する経費及
び人件費に対する補助金交付事務

説明欄：勤労市民共済会にかかる国の補助
金が平成２２年度で終了となった。東京都
においては、引き続き補助金を予定してお
り、今後は勤労市民共済会の完全自立化が
必須となる。勤労市民共済会の「あり方検
討委員会報告書」のとおり経費の削減等さ
らなる効率化が求められる。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 勤労市民共済会の自立

13,295 740 14,035

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,871 227 12 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 2 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 1,871 226 12

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 1,909 111 6

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,949 0 0 必要性 2 有効性 - 達成度 1 効率性 2 必要性 2 有効性 - 達成度 1 効率性 2

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 1,934 0 0

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,988 0 0

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

50,520 87 87 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 50,305 79 79

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 49,832 56 56

□ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

2 13 100 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（業者数） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 2 13 100

上乗 □ （業者数） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 2 13 100

□ （業者数） （ 回 ） （ ％ ）

個-41

産業振興課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 東久留米市勤労市民共済会員

東久留米市勤
労市民共済会
員（満３０歳
以上）

人間ドック受診
者数

会員に対する
受診者の割合

24年度以降に向けた方向性： 廃止(完了･統合含む)

500 402 902

説明欄：健康維持管理に
関する補助金は、国のみ
補助金が交付される。
補助対象経費500千円の
４分の１が補助金であ
り、125千円を控除した
額が市の一般財源分とな
る。

24年度以降に向けた方向性：
説明欄：
事業再編検討

勤労市民共済会運営費補助金交付要綱

500 394 894 375

勤労市民共済会健康
維持管理支援事業

手段
・

内容

勤労市民共済会の満３０歳以上の会
員を対象に健康管理の目的で年１回
の人間ドック受診にあたっての経費
の助成

説明欄：平成２３年度より国の補助金が廃
止されたことに伴い、補助金は東京都のみ
となった。健康維持管理に関する補助金
は、都は対象外となるため、管理運営費補
助事業と統合していく。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 勤労市民共済会福利厚生事業の充実

505 394 899

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-42

産業振興課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 東久留米市勤労市民共済会員

東久留米市勤
労市民共済会
員

生活融資申込者
数

利用者数

24年度以降に向けた方向性： 縮小

4,000 25 4,025

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 縮小

説明欄：
実績検証により縮小

4,000 25 4,025 4,000

勤労市民共済会生活
資金融資事業（預託
金）

手段
・

内容

勤労市民共済会で実施している生活
資金融資制度の原資として４００万
円を預託している。

説明欄：ここ３年は、利用者ゼロであり達
成度から勘案し見直しも必要である。しか
し、不況の影響をうけ、厳しい経営環境に
おかれている事業主等の会員に対し、応急
的な資金融資を行うことは、会員の生活安
定の向上を図り、受け皿を用意しておくこ
とは必須である。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

説明欄：ここ３年は、利用者ゼロであり達
成度から勘案し見直しも必要である。しか
し、不況の影響をうけ、厳しい経営環境に
おかれている事業主等の会員に対し、応急
的な資金融資を行うことは、会員の生活安
定の向上を図り、受け皿を用意しておくこ
とは必須である。

全額補助 一部補助有 市全額

4,000

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
勤労市民共済会員の生活安定を図
る。

4,000 0 4,000 4,000

その他（）

個-43

産業振興課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
市民、東久留米市住宅増改築等工事
斡旋事業登録団体協議会

世帯数 受付件数
工事内容に満
足した割合

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 101 101

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

住宅増改築等工事斡旋事業実施要綱

0 99 99 0

住宅増改築等工事斡
旋事業

手段
・

内容

市と協議会の協定により、市民が住
宅等の修理、増改築等が必要になっ
た時、協議会を通じ、業者を斡旋す
る。

説明欄：地元の顔の見える事業者に安心し
て工事等をまかせられるとの利点から、市
民の利用者も多い。年２回広報にて情報提
供をおこなっており反響がある。市民に対
して安心できる施工業者が紹介でき、か
つ、市内建設業者の振興にも結びつく。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

説明欄：地元の顔の見える事業者に安心し
て工事等をまかせられるとの利点から、市
民の利用者も多い。年２回広報にて情報提
供をおこなっており反響がある。市民に対
して安心できる施工業者が紹介でき、か
つ、市内建設業者の振興にも結びつく。

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
市民が住宅等の工事を行う時、施工
業者の紹介ができ、また、市内業者
の振興を図ることができる。 0 99 99 0

その他（　  　）

個-44

産業振興課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 公衆浴場業者、市民

公衆浴場数 薬湯の日の回数

公衆浴場を利
用してよかっ
たと感じた割
合

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 302 302

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

0 296 296 0

公衆浴場利用促進事
業

手段
・

内容

公衆浴場業者が実施するイベント
（「薬湯の湯」等）の広報周知等､及
び東京都よりの周知文書の配布

説明欄：毎月１回「薬湯の湯」が実施され
ている件について情報提供を広報及びホー
ムページにて行っている。公衆浴場への利
用者の増加により進行を図るとともに、市
民の健康増進に寄与している。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

説明欄：毎月１回「薬湯の湯」が実施され
ている件について情報提供を広報及びホー
ムページにて行っている。公衆浴場への利
用者の増加により進行を図るとともに、市
民の健康増進に寄与している。

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
イベント事業を広報やホームページ
等を通じ紹介し、公衆浴場の存在及
び利用の促進を図る。 0 296 296 0

その他（　        　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

26 7 11 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（団体数） （団体数） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 26 7 9

上乗 □ （団体数） （団体数） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 21 6 11

□ （団体数） （団体数） （ 人 ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

286 286 100 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 個 ） （ 個 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ ― ― ―

上乗 □ （ 個 ） （ 個 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 255 255 100

□ （ 個 ） （ 個 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

12 0 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 件 ） （ 回 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 12 2

上乗 □ （ 件 ） （ 回 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 11 3

□ （ 件 ） （ 回 ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

114,754 21,843 65,322 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 4

（ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 114,606 21,170 64,749

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 114,300 21,583 66,201

□ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

個-45

産業振興課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 東久留米市内の勤労者

推薦対象団体
数

会員数 推薦数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

27 302 329

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

産業技能功労者選考委員会運営要綱
東久留米市表彰規則

41 296 337 41

産業技能功労表彰事
務

手段
・

内容

東久留米市の産業の発展及び永年に
わたり技能の練磨や後進の育成等市
民生活に貢献した者を表彰する。

説明欄：産業振興施策の一環で行っている
事業で、市内産業の発展に貢献された方々
を表彰し、多くの市民にその功績を周知す
ることは意義があり、今後も継続してい
く。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

説明欄：産業振興施策の一環で行っている
事業で、市内産業の発展に貢献された方々
を表彰し、多くの市民にその功績を周知す
ることは意義があり、今後も継続してい
く。

全額補助 一部補助有 市全額

27

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
市の産業の発展及び後進の育成に貢
献したという意識を高める。

29 296 325 29

その他（　　　　　　）

個-46

産業振興課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
市内の軽量器を所有する商店、事業
所

事前検査を受
けた軽量器数

検査を受けた計
量器数

適合と認めら
れた割合

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 0 0

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

計量法、同施行令

19 218 237 19

計量器検査事業（隔
年実施・・１８，２
０年度）

手段
・

内容

計量法に基づく事務で２年に一度東
京都による検査の補助。検査済シー
ル提供。

説明欄：計量法(第19条）に基づく計量器
の定期検査（２年に1回）であり、改善の
余地はない。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

説明欄：計量法(第19条）に基づく計量器
の定期検査（２年に1回）であり、改善の
余地はない。

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
正確な計量器による市民生活の安
心、安全をはかる。

19 222 241 19

その他（　　　　　　　　　　）

個-47

産業振興課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
大規模小売店舗を立地する事業者及
び既に立地している事業者、市民

既に立地して
いる事業者数

住民説明会の開
催回数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 101 101

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

大規模小売店舗立地法、同施行令

0 10 10 0

大規模小売店舗立地
法事務

手段
・

内容

大規模小売店舗立地法に基づく事務
は、東京都の事務ではあるが、事業
者と近隣住民との調整が必要。一部
事務取扱。

説明欄：大規模小売店舗立地法に基づく事
務であり、大規模小売店舗の立地を申請し
ている事業者と地域住民との意見調整を行
い、市として要望や意見を都知事に対し意
見書として提出している事務である。今
後、新たな出店や市への権限移譲により事
務量が今後拡大する可能性がある。動向を
見据えた対応が求められる。

所管課長 産業振興課　 道辻　正信

説明欄：大規模小売店舗立地法に基づく事
務であり、大規模小売店舗の立地を申請し
ている事業者と地域住民との意見調整を行
い、市として要望や意見を都知事に対し意
見書として提出している事務である。今
後、新たな出店や市への権限移譲により事
務量が今後拡大する可能性がある。動向を
見据えた対応が求められる。

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
東京都と近隣住民との調整役である
が、市としての要望等を都知事に述
べることができる。 0 99 99 0

その他（　　　　　　　）

個-48

市民課
住民記録係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 住民及び５年以内に転出した元住民

住民基本台帳
登録人口(年度
当初）

住民基本台帳異
動及び更新の延
べ件数

住民票の写し
等の発行件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

15,925 99,911 115,836

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

・住民基本台帳法

17,486 98,090 115,576 17,486

住民基本台帳事務

手段
・

内容

住民の異動情報を迅速･正確に住民基
本台帳に反映させる

説明欄：平成２０年６月より住民票の写し
等の証明書発行事務・各種証明書の郵送業
務の一部・住民異動データ入力事務等を委
託し、人件費の削減を図っている。平成２
３年度には住民情報系システム再構築が行
われるとともに、「改正住民基本台帳法」
が平成２４年７月までに施行されることに
なっており、外国人住民に係る運用等を含
め、国の動向を注視しながら、円滑なシス
テムの移行が求められる。

所管課長 市民課　 坂東　正樹

説明欄：平成２０年６月より住民票の写し
等の証明書発行事務・各種証明書の郵送業
務の一部・住民異動データ入力事務等を委
託し、人件費の削減を図っている。平成２
３年度には住民情報系システム再構築が行
われるとともに、「改正住民基本台帳法」
が平成２４年７月までに施行されることに
なっており、外国人住民に係る運用等を含
め、国の動向を注視しながら、円滑なシス
テムの移行が求められる。

全額補助 一部補助有 市全額

15,925

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
住民が権利を行使し、義務を履行で
きるようにする

17,009 97,892 114,901 17,009

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

99,786 5,955 41,911 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 4

（ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 99,439 5,827 42,457

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 99,009 5,888 45,154

□ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

114,754 204,923 22.6 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 4

（ 人 ） （ 千 円 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 114,606 240,146 22.9

上乗 □ （ 人 ） （ 千 円 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 114,300 267,903 24.4

□ （ 人 ） （ 千 円 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

35,202 45 716 必要性 4 有効性 - 達成度 2 効率性 3 必要性 4 有効性 - 達成度 2 効率性 3

（ 台 ） （ 組 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 35,982 45 796

上乗 □ （ 台 ） （ 組 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 36,673 45 817

□ （ 台 ） （ 組 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

32,584 5,004 20,902 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 4

（ 戸 籍 ） （ 件 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 32,114 5,352 20,628

上乗 □ （ 戸 籍 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 31,563 5,028 20,445

□ （ 戸 籍 ） （ 件 ） （ 件 ）

個-49

市民課
住民記録係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 印鑑登録しようとする住民

１５歳以上の
人 口 ( 年 度 当
初）

印鑑登録等の処
理件数

印鑑登録証明
書の発行件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

3,281 18,166 21,447

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

・東久留米市印鑑条例

3,197 17,835 21,032 3,197

印鑑登録事務

手段
・

内容

申請に基づき印鑑登録証を交付し、
印鑑登録証明書を発行する

説明欄：平成２０年６月より印鑑登録証明
書発行事務・印影の登録廃止入力事務を委
託し、人件費の削減を図っている。平成２
３年度には住民情報系システム再構築が行
われ、また、「改正住民基本台帳法」が平
成２４年７月までに施行されることになっ
ており、外国人住民に係る登録など、国の
動向を注視しながら、円滑なシステムの移
行が求められる。

所管課長 市民課　 坂東　正樹

説明欄：平成２０年６月より印鑑登録証明
書発行事務・印影の登録廃止入力事務を委
託し、人件費の削減を図っている。平成２
３年度には住民情報系システム再構築が行
われ、また、「改正住民基本台帳法」が平
成２４年７月までに施行されることになっ
ており、外国人住民に係る登録など、国の
動向を注視しながら、円滑なシステムの移
行が求められる。

全額補助 一部補助有 市全額

3,281

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
住民が財産等に係る諸手続きを円滑
に行えるようにする

3,550 17,799 21,349 3,550

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-50

市民課
連絡所

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 連絡所を利用する市民

住民基本台帳
登録人口(年度
当初）

市民税等の徴収
額

連絡所での諸
証明書の発行
件数／総発行
件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

2,869 0 2,869

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

・東久留米市役所連絡所設置に関する規則

3,201 0 3,201 3,201

連絡所運営事業

手段
・

内容
諸証明書の発行､公金収納業務を行う

説明欄：平成１８年５月１５日に出張所を
廃止し、連絡所に移行した際に取扱業務の
縮小をしており、再任用職員を中心とした
運営を行って大幅なコスト削減を果たして
いる。

所管課長 市民課　 坂東　正樹

説明欄：平成１８年５月１５日に出張所を
廃止し、連絡所に移行した際に取扱業務の
縮小をしており、再任用職員を中心とした
運営を行って大幅なコスト削減を果たして
いる。

全額補助 一部補助有 市全額

2,869

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
住民が身近な窓口で用を足すことが
出来るようにする

3,113 8,874 11,987 3,113

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-51

市民課
住民記録係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
臨時運行許可を必要とする自動車･二
輪車の使用者

市内の自動車
登録台数

番号票保有数
臨時運行許可
件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 1,085 1,085

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

・道路運送車両法
・東久留米市自動車臨時運行の許可に関す
る取扱規則 0 1,070 1,070 0

臨時運行許可事務

手段
・

内容

申請に基づき臨時運行許可証を発行
し仮ナンバーを貸与する

説明欄：臨時運行許可の発行件数は１営業
日平均で３件程度であり、業務の効率化の
効果が表れるような改善策を講じる余地は
ない。

所管課長 市民課　 坂東　正樹

説明欄：臨時運行許可の発行件数は１営業
日平均で３件程度であり、業務の効率化の
効果が表れるような改善策を講じる余地は
ない。全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 自動車の流通の拡大を図る

0 1,063 1,063 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-52

市民課
戸籍係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 在籍者等

戸籍数 届出受理件数
戸籍謄証明書
発行件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

94,307 54,497 148,804

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

・戸籍法
・戸籍法施行規則

13,392 53,504 66,896 13,392

戸籍事務

手段
・

内容

届書に基づき戸籍の記載及び管理。
届書及び戸籍原本に基づく証明書類
の発行。

説明欄：平成２１年度に電算システム化
し、届書の受理、記載処理及び証明書発行
が迅速化され、市民サービスの向上につな
がった。今後、証明書の全国発行など、国
のネットワーク化等の動向を注視する必要
がある。

所管課長 市民課　 坂東　正樹

説明欄：平成２１年度に電算システム化
し、届書の受理、記載処理及び証明書発行
が迅速化され、市民サービスの向上につな
がった。今後、証明書の全国発行など、国
のネットワーク化等の動向を注視する必要
がある。

全額補助 一部補助有 市全額

94,307

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
国民の親族法上の身分関係を登録す
る。戸籍に基づく証明を発行して、
身分関係を公証する。 57,871 53,396 111,267 57,871

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,769 4,041 1,549 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 1,737 4,166 1,517

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,768 4,131 1,465

□ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,122 462 0.46 必要性 4 有効性 - 達成度 2 効率性 2 必要性 4 有効性 - 達成度 2 効率性 2

（ 枚 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 1,196 411 0.41

上乗 □ （ 枚 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1,082 560 0.57

□ （ 枚 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

10,673 78 0.73 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 10,971 22 0.20

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 11,104 18 0.16

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

537 425 79.1 必要性 4 有効性 - 達成度 2 効率性 2 必要性 4 有効性 - 達成度 2 効率性 2

（ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 463 449 97.0

上乗 □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 634 392 61.8

□ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

個-53

市民課
戸籍係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 当市に在住する外国人

登録者数
登録、変更等申
請件数

登録原票記載
事項証明書等
発行件数

24年度以降に向けた方向性： 縮小

1,050 18,166 19,216

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 縮小

説明欄：

・外国人登録法

937 17,835 18,772 937

外国人登録事務

手段
・

内容

登録原票を作製、変更を行い原票記
載事項証明を発行する。外国人登録
書の発行、変更を行う。法定受託事
務である。

説明欄：「改正住民基本台帳法」が平成２
４年７月までに施行されることになってお
り、外国人登録法は廃止となる。「在留
カード」を保有する中長期滞在者等は住民
基本台帳に記載されることとなるため、今
後の動向を注視しながら適切に移行できる
よう対応していく必要がある。

所管課長 市民課　 坂東　正樹

説明欄：「改正住民基本台帳法」が平成２
４年７月までに施行されることになってお
り、外国人登録法は廃止となる。「在留
カード」を保有する中長期滞在者等は住民
基本台帳に記載されることとなるため、今
後の動向を注視しながら適切に移行できる
よう対応していく必要がある。

全額補助 一部補助有 市全額

1,050

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
在留外国人の居住、身分関係を明確
化し管理を行う。行政サービス提供
の基礎資料とする。 1,229 17,799 19,028 1,229

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-54

市民課
住民記録係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
公的個人認証を利用しようとする市
民

住民基本台帳
カードの新規
発行件数

電子証明書新規
発行及び更新件
数

電子証明書の
新規発行＋更
新件数／１５
歳以上の人口

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 1,393 1,393

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

電子署名に係る地方公共団体の認証業務に
関する法律

547 1,338 1,885 547

公的個人認証事務

手段
・

内容

申請に基づき認証鍵を設定し電子証
明書を発行する

説明欄：高度情報化社会の土台を作る仕組
みとして、自治体としては拡大を図る必要
がある。住基カードに付加価値を付けて、
住民に普及させることが第一に求められる
が、開発経費が嵩む上、カード発行に係る
手間も増大してしまうため慎重にならざる
を得ない。

所管課長 市民課　 坂東　正樹

説明欄：高度情報化社会の土台を作る仕組
みとして、自治体としては拡大を図る必要
がある。住基カードに付加価値を付けて、
住民に普及させることが第一に求められる
が、開発経費が嵩む上、カード発行に係る
手間も増大してしまうため慎重にならざる
を得ない。

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
住民が各種の申請手続きをパソコン
を通じて出来るようにする

0 1,365 1,365 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-55

市民課
住民記録係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 募集対象年齢の住民

募集対象とな
る満１８歳以
上２６歳以下
の住民

自衛隊入隊の応
募者数

応募者数／募
集対象人口

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

51 0 51

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

説明欄：

自衛隊法

48 0 48

自衛官募集事務

手段
・

内容

自衛隊員の募集についての記事を広
報ひがしくるめ　に掲載する

説明欄：国庫補助金の範囲内で協力を行っ
ている。 所管課長 市民課　 坂東　正樹

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
自衛隊入隊を希望する住民に応募に
ついての情報を提供する

50 0 50

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-56

市民課
住民記録係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
住居表示の付定を受けようとする住
民及び法人等

新築家屋の件
数（木造及び
非木造）

住所付定件数
住所付定件数
／新築家屋の
件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

108 1,514 1,622

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

・住居表示に関する法律
・住居表示に関する条例

100 1,516 1,616 100

住居表示の適正化事
業

手段
・

内容

申請に基づき実地調査を経て、住居
番号を決定・通知･住居表示案内板の
交付を行う

説明欄：住居表示台帳が老朽化しているた
め、早期に台帳の整備を図らなければなら
ないが、予算確保できない状態が長期に渡
り続いている。

所管課長 市民課　 坂東　正樹

説明欄：住居表示台帳が老朽化しているた
め、早期に台帳の整備を図らなければなら
ないが、予算確保できない状態が長期に渡
り続いている。全額補助 一部補助有 市全額

108

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
新築の住居において、入居者が住民
登録できるようにする

192 1,484 1,676 192

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

5,103,000 2,313,371 45.33 必要性 1 有効性 - 達成度 2 効率性 1 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 円 ） （ 円 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 5,103,000 2,362,515 46.29

上乗 □ （ 円 ） （ 円 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 4,766,000 2,631,421 55.42

□ （ 円 ） （ 円 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

863 20 2.31 必要性 1 有効性 - 達成度 2 効率性 1 必要性 1 有効性 - 達成度 2 効率性 1

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 890 13 1.46

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 851 16 1.88

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

9 9 100 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 17 17 100

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 14 14 100

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

4 1 25 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 5 2 40

上乗 □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 5 2 40

□ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

個-57

福祉総務課
福祉政策係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
日赤東久留米奉仕団関連事業と日赤
社資募集

日赤都支部で
定めた東久留
米支部の社資
目標額

東久留米支部の
社資実績額

東久留米支部
の社資実績額
／日赤都支部
で定めた東久
留米支部の社
資目標額

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 302 302

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

説明欄：

(国）日本赤十字法

0 297 297

日本赤十字社協力事
業

手段
・

内容

市内自治会を対象にした赤十字活動
資金（社資）の募金活動。また赤十
字デーのイベントや防災訓練時の炊
き出し訓練などを実施

説明欄：
日赤奉仕団の経済的、組織的自立を促し市
の事務的な関与の割合を徐々に下げていく
ことが望まれる。

所管課長 福祉総務課　 渋谷　千春

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
日赤の理念や事業を周知するととも
に、事業の財政基盤を強化。また奉
仕団の活動を活発化させる。 0 297 297

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-58

福祉総務課
福祉政策係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
親族の葬儀をするにあたって定額で
行いたい市民

市民死亡者数
市民葬儀券発行
数

市民葬儀券発
行数／市民死
亡者数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 50 50

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

（市）東久留米市市民葬儀実施要綱

0 50 50 0

市民葬事業

手段
・

内容

市内の10葬儀社と協定を締結、全社
同額の料金設定をして市の指定葬儀
社として承認。申請してきた市民に
市民葬儀券を発行

説明欄：
市民にとっては比較的低額で葬儀を行うこ
とができるが、最近はさらに簡素な葬儀
（火葬のみ等）を望む市民も多く、生活保
護の葬祭扶助と同額で行う葬祭業者も尐な
くない。また市民葬祭制度の趣旨を考えた
場合、市が標準的な料金を示すため、市民
と葬祭業者と契約がスムーズになされ、現
状で十分かと思われる。

所管課長 福祉総務課　 渋谷　千春

説明欄：
市民にとっては比較的低額で葬儀を行うこ
とができるが、最近はさらに簡素な葬儀
（火葬のみ等）を望む市民も多く、生活保

護の葬祭扶助と同額で行う葬祭業者も尐な
くない。また市民葬祭制度の趣旨を考えた
場合、市が標準的な料金を示すため、市民
と葬祭業者と契約がスムーズになされ、現
状で十分かと思われる。

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
標準的な葬儀費用を定める事により
葬儀費用の透明性を高め、市民の経
済的負担を尐なくする 0 50 50 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-59

福祉総務課
福祉政策係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
戦没者の妻子、父母等や戦傷病者の
妻で、弔慰金の受給要件に該当する
者

市内在住の戦
没 者 の 妻 ・
子・父母等や
戦傷病者の妻
で、弔慰金の
受給要件に該
当人数

市内在住の戦没
者の妻・子・父
母等や戦傷病者
の妻の弔慰金の
申請件数

弔慰金の申請
件数／弔慰金
の受給要件該
当人数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 181 181

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

（国）戦没者等の遺族に対する特別弔慰金
支給法

0 128 128 0

戦没者遺族等弔慰金
受付事業

手段
・

内容

戦没者の妻・子・父母等や戦傷病者
の妻から弔慰金の申請を受けて給付
金を国債で代理受領し、請求者に交
付

説明欄：
国の事業のため手続きが定められており、
簡素化はできない。

所管課長 福祉総務課　 渋谷　千春

説明欄：
国の事業のため手続きが定められており、
簡素化はできない。

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
対象者が住所地の自治体で申請並び
に国債を受領できる。

0 178 178 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-60

福祉総務課
福祉政策係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
住所・氏名不詳で、かつ引取者がい
ない死体等

行旅病人死亡
人相談件数

墓地埋葬法もし
くは行旅病人及
行旅死亡人取扱
法適用件数

墓地埋葬法も
しくは行旅病
人及行旅死亡
人取扱法適用
件数／行旅病
人死亡人等相
談件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

524 141 665

説明欄：
無縁墓地の管理料 24年度以降に向けた方向性：

説明欄：

（国）行旅病人及行旅死亡人取扱法
（国）墓地、埋葬等に関する法律
（市）行旅病人及び行旅死亡人の取扱いに
関する規則

439 74 513 240

行旅病人・死亡人取
扱事業

手段
・

内容

墓地、埋葬等に関する法律、行旅病
人及行旅死亡人取扱法に基づき措置
を行った。

説明欄：
法律により手続きが定められており簡素化
はできない。なお、高齢化に伴い孤独死が
増加しているが、人間関係が疎遠になって
いるため親族が見つかっても遺体の引取り
を拒絶するケースが増えている。葬祭費用
は生活保護法の葬儀扶助に規定されてい
る。

所管課長 福祉総務課　 渋谷　千春

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

240

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
旅行中に倒れ療養の途のない外国人
に救護措置を、引取者のいない遺体
について火葬、埋葬を行う。 524 139 663 240

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1 1 100 必要性 2 有効性 - 達成度 2 効率性 2 必要性 2 有効性 - 達成度 2 効率性 2

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 1 1 100

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 1 1 100

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1 1 100 必要性 2 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 2 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 5 3 60

上乗 □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 10 1 10

□ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

272 272 269 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 201 201 190

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 200 200 182

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

114,621 365 69,910 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 116,579 365 84,543

上乗 □ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 116,473 365 78,139

□ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

個-61

福祉総務課
福祉政策係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
外国人登録者で、日本国籍を有して
いれば年金の無拠出制度で年金受給
できる者

在日外国人無
年金者福祉給
付金対象者

在日外国人無年
金者福祉給付金
支給者

在日外国人無
年金者福祉給
付金支給者／
在日外国人無
年金者福祉給
付金支給対象
者

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

120 50 170

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

（市）東久留米市在日外国人等高齢者・障
害者福祉給付金支給要綱

120 50 170 120

在日外国人無年金者
福祉給付金支給事業

手段
・

内容

高齢者1名の申請を受理し、所得等審
査の上、裁定の決定をして年2回の給
付を行う。

説明欄：
対象者はごく尐数であるが、本来は国が年
金法を改正し無年金在日外国人高齢者・障
害者を救済すべきである。関連団体からは
増額の要求も出ている。また在日外国人無
年金者福祉給付金の対象者の自然減によ
り、消滅が予想される。

所管課長 福祉総務課　 渋谷　千春

説明欄：
対象者はごく尐数であるが、本来は国が年
金法を改正し無年金在日外国人高齢者・障
害者を救済すべきである。関連団体からは
増額の要求も出ている。また在日外国人無
年金者福祉給付金の対象者の自然減によ
り、消滅が予想される。

全額補助 一部補助有 市全額

120

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
無拠出の老齢福祉年金等を受給でき
る日本人との格差を解消するための
福祉的な給付金 120 50 170 120

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-62

福祉総務課
福祉政策係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市内居住の火災被災者

火災による建
物損壊、人的
損害立会い件
数

火災見舞金支給
件数

火災見舞金支
給件数／火災
による建物損
壊、人的損害
立会い件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

70 100 170

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

（市）東久留米市火災見舞金及び見舞品支
給要綱

10 24 34 10

火災見舞金支給事業

手段
・

内容

「火災見舞金及び見舞品支給要綱」
に基づき、火災被災者に見舞金と毛
布を支給

説明欄：
被災者は精神的、経済的に大きな痛手を一
時的に負うことにから完全に廃止すること
はできない。

所管課長 福祉総務課　 渋谷　千春

説明欄：
被災者は精神的、経済的に大きな痛手を一
時的に負うことにから完全に廃止すること
はできない。全額補助 一部補助有 市全額

60

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
被災者に見舞金と毛布を支給し、見
舞の意を表すとともに当座の用に役
立ててもらう。 50 99 149 50

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-63

福祉総務課
高齢者福祉係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 満９０歳と満１００歳以上の市民

満９０歳と１
００歳以上の
市民

祝い品贈呈対象
者

祝い品を受け
取った件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

1,748 154 1,902

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

東久留米市高齢者慶祝事業実施要綱

1,561 151 1,712 1,561

長寿の祝い事業

手段
・

内容

満９０歳と満１００歳以上の市民に
記念品の贈呈

説明欄：対象者については、これまで変遷
があるものの、高齢者数の増加が顕著とな
る中、現状の100歳以上と90歳到達者で、
長寿者への敬意を表す意味で、当面は妥当
であると考えられる。昨今より、高齢者の
安否確認の重要性が重視されるため、必要
性と有効性が大きくなると考えられる。記
念品（100歳以上は1万円の商品券と花束、
90歳到達者は5千円商品券）を民生委員の
協力により手渡しとすることで、対象者に
対する達成度と効率性も大きいものになっ
たため、引続いて行なうべきと考える。

所管課長 福祉総務課　 渋谷　千春

説明欄：対象者については、これまで変遷
があるものの、高齢者数の増加が顕著とな
る中、現状の100歳以上と90歳到達者で、
長寿者への敬意を表す意味で、当面は妥当
であると考えられる。昨今より、高齢者の
安否確認の重要性が重視されるため、必要
性と有効性が大きくなると考えられる。記
念品（100歳以上は1万円の商品券と花束、
90歳到達者は51千円商品券）を民生委員の
協力により手渡しとすることで、対象者に
対する達成度と効率性も大きいものになっ
たため、引続いて行なうべきと考える。

全額補助 一部補助有 市全額

1,748

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 長寿者への祝意を表わす。

1,658 154 1,812 1,658

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-64

健康課
予防係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市民

住民基本台帳
登録人口（外
国人登録者を
含む・１月１
日現在）

年間開館日数
年間延べ利用
者数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

51,114 2,240 53,354

集 会 室 ・ 体 育 室 ・ コ
ピー・行政財産使用料の
歳入を引いた額

24年度以降に向けた方向性：
説明欄：
施設関連経費の縮減

・東久留米市わくわく健康プラザ条例
・東久留米市わくわく健康プラザ施行規則
・地域保健法（保健センター設置） 53,961 2,195 56,156 49,196

わくわく健康プラザ
維持管理事業

手段
・

内容

保健センター、休日医科診療所、休
日歯科診療所、子ども家庭支援セン
ター、郷土資料室、社会福祉協議
会、市民貸出施設等、事務室の施設
維持管理

説明欄：今後も節電等を行い、エネルギー
需要をできるだけ下げられるよう努めてい
く。２２年度は２３年度から５年間の長期
継続業務委託に向けて、委託業務内容を見
直し、プロポーザル方式による業者選定を
実施。効率的な管理業務委託を行うため、
受付業務を含めた従前、市が行っていた事
務についても行えるよう包括的な委託とし
た。また施設や貸し出し備品の老朽化が進
み、修繕費が毎年拡大している。２２年度
は、２１年度繰越明許費で、大規模な体育
室屋根雨漏り修繕を行った。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

45,542

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

保健医療、地域福祉、児童福祉、文
化財、コミュニティ活動の機能を持
つ複合施設の維持管理により、これ
らの活動の場を確保する。 54,107 17,799 71,906 48,627

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

114,621 3 163 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 4

( 人 ) （ 回 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 114,754 3 169

上乗 □ ( 人 ) （ 回 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 114,606 3 211

■ ( 人 ) （ 回 ） （ 人 ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

4,951 7 4,951 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 回 ） （ 枚 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 5,233 6 5,233

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 枚 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 5,035 7 5,035

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 枚 ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

114,772 3 0 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 人 ） （ 基 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 116,579 2 1

上乗 □ （ 人 ） （ 基 ） （ 件 ）

□ ■ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 116,117 2 1

□ （ 人 ） （ 基 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

116,549 0 0 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 2 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 2

（ 人 ） （ 箇 所 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 116,579 1 0

上乗 □ （ 人 ） （ 箇 所 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 116,117 0 0

□ （ 人 ） （ 箇 所 ） （ 件 ）

個-65

健康課
予防係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
16歳以上70歳未満の健康な男女（体
重制限あり）

献血会場に来
場した人

開催回数
献血した人の
割合

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 242 242

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

安全な血液製剤の安定供給の確保等に関す
る法律第５条
東久留米市献血推進協議会要綱 0 233 233 0

献血推進に関する事
業

手段
・

内容

年3回市民プラザホールでオープン方
式で赤十字血液センター協力実施。
広報掲載、庁舎内チラシ配布

説明欄：
血液は人間の生命を維持するために欠かす
ことのできない成分で、命に関わるもので
ある。今後も市民には、献血支援事業によ
り献血の必要性・重要性を啓蒙し、市民の
協力を得て献血事業を推進していく。献血
事業の必要性を多くの市民に周知する手段
を検討する。特に献血可能な人口の減尐が
推定されることから、将来の献血を担う若
年層の献血への理解を深めることが課題で
ある。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：
血液は人間の生命を維持するために欠かす
ことのできない成分で、命に関わるもので
ある。今後も市民には、献血支援事業によ
り献血の必要性・重要性を啓蒙し、市民の
協力を得て献血事業を推進していく。献血
事業の必要性を多くの市民に周知する手段
を検討する。特に献血可能な人口の減尐が
推定されることから、将来の献血を担う若
年層の献血への理解を深めることが課題で
ある。

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 献血の必要性を理解し献血する。

0 237 237 0

その他（日本赤十字社の協力で実施。）

個-66

都市計画課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 都営住宅への入居を希望する市民

都営住宅入居
募集案内を取
りにきた人数

都営住宅募集実
施回数

応募案内の配
布枚数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

215 808 1,023

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

説明欄：

東京都の事務処理の特例に関する条例第２
条

303 1,090 1,393

都営住宅募集事務事
業

手段
・

内容

（都全体分）募集市報掲載、募集案内配
布、都住宅供給公社へ配布状況報告
(地元割当分)募集案内作成、公社へ案内サ
ンプル送付、募集市報掲載、申込受付、抽
選番号発送、公開抽選、抽選結果･資格審査
通知発送、資格審査、都市整備局へ審査結
果提出、合格通知発送。

説明欄：
東京都からの委託金（都営住宅使用申込書
等配布事務委託）で実施。(※H22は475千
円　H21は458千円　H21は404千円)

東京都の募集計画に沿って実施される事業
であり、各年の事務量もその計画による。

所管課長 都市計画課　 土屋　健治

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
都営住宅募集を広く市民に知らせる
と共に、応募しやすいように市役
所・連絡所で募集案内を配布する。 305 1,088 1,393

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-67

都市計画課
土地利用計画担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市民、市を訪れる人

市民人口（1月
1日現在、外国
人登録者を含
む）

設置数
住居表示街区
案内板等に関
する苦情件数

現状維持

307 77 384

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

住居表示に関する法律

314 75 389 314

街区案内板設置事業

手段
・

内容
住居表示街区案内板を設置した。

説明欄：街区案内板は現在市内に41か所あ
るが、汚損や設置後に新設された道路等に
反映されていないものも多い。今後も、順
次更新していく必要がある。

所管課長 都市計画課　土屋　健治

説明欄：街区案内板は現在市内に41か所あ
るが、汚損や設置後に新設された道路等に
反映されていないものも多い。今後も、順
次更新していく必要がある。全額補助 一部補助有 市全額

307

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
住居表示街区案内板を設置すること
により、市民及び市を訪れる人の利
便性が向上する。 301 75 376 301

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-69

都市計画課
土地利用計画担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市民、市を訪れる人

市民人口（1月
1日現在、外国
人登録者を含
む）

街区変更箇所数
街区に関する
苦情件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

0 252 252

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

住居表示に関する法律

0 50 50 0

住居表示街区管理事
業※事業名称変更

手段
・

内容

東久留米市は、昭和45年度までに全
域の住居表示を完了した。その後の
河川や都市計画道路の整備進捗によ
り、街区が分断されている状況も生
じている。この状況を把握するた
め、平成16年度に現況調査を行った
が、変更による居住者への負担が大
きいため、建替え事業や区画整理事
業に伴い見直しを図ることとする。

説明欄：今後大幅な街区変更は必要ないも
のの、現行の街区を示した図面が昭和４１
年に作成されたものであり、更新が必要で
ある。更新に際しては、多方面での活用を
視野に入れ、電子化を図っていくことが有
効と考える。

所管課長 都市計画課　土屋　健治

説明欄：今後大幅な街区変更は必要ないも
のの、現行の街区を示した図面が昭和４１
年に作成されたものであり、更新が必要で
ある。更新に際しては、多方面での活用を
視野に入れ、電子化を図っていくことが有
効と考える。

全額補助 一部補助有 市全額

0

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
市民及び市を訪れる人の利便性が向
上する。

0 50 50 0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

116,549 6,223 38 必要性 3 有効性 - 達成度 2 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 116,579 6,938 55

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 116,117 7,688 76

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

35 15 20 必要性 2 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 2 有効性 - 達成度 3 効率性 3

（ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 32 13 19

上乗 □ （ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 32 32 13

□ （ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

56 30 0 必要性 2 有効性 - 達成度 2 効率性 2 必要性 2 有効性 - 達成度 2 効率性 2

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度  平成21年度 平成21年度 平成21年度  

財源 □ □ ■ 57 29 0

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 34 30 0

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

2,352 27 11 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 4 効率性 4

（ 人 ） （ 点 ） （ 冊 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 2,788 37 28

上乗 □ （ 人 ） （ 点 ） （ 冊 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 3,000 37 46

■ （ 人 ） （ 点 ） （ 冊 ）

個-68

都市計画課

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
市民（市内に住居し、住民票又は外
国人登録している者）

市民人口（1月
1日現在、外国
人登録者を含
む）

年度加入者数
見舞金支給件
数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

205 1,211 1,416

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

説明欄：

道路交通法
道路交通法施行令

205 1,189 1,394

交通災害共済事業

手段
・

内容

①加入申込書を各世帯に配布し加入申込
の受付(年間）
②見舞金の請求手続
③市内金融機関での窓口加入手続きの推
進
④街頭（市役所前）における加入受付の
推進

説明欄：交通災害共済事業は、「ちょこっ
と共済」（東京都市町村民交通災害共済）
として、東京都の全市町村が共同で実施す
る公的な共済制度です。交通事故に遭われ
た方々に見舞金をお支払いするために、市
民のみなさんが会費を出し合うことで、地
域に助け合いの輪を広げようとする相互扶
助を目的とした制度であることから今後も
維持継続していく。

所管課長 都市政策担当　 小原　延之

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
交通災害に対して、お見舞金が支払
われることにより事故に遭遇した人
の手助けとなる。 209 1,187 1,396

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-70

環境政策課
生活環境担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 あき地の所有者等

あき地の所有
者及び管理者
数

草刈の指導件数 自己処理件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

71 186 257

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

・（市）あき地の管理の適正化に関する条
例

132 218 350 132

あき地管理指導事業

手段
・

内容

あき地の所有者等に対して､雑草の除
去指導を行うとともに､所有者等が自
ら除草できない場合は､市の委託業者
による代行を行う。

説明欄：自己財産の管理は､当然自己の責
任において管理すべきである。 事務効率
は現状維持する中で、雑草等除去費は前年
度決算値に合わせコスト削減を図る。

所管課長 環境政策課　 浦山　和人

説明：
市外の所有者や管理者との通信に係る経
費。なお、雑草等除去（草刈委託）は、所
有者または管理者からの委託納入金（平成
22年度92千円、平成21年度21千円、平成20
年度94千円）をもって委託費の支出に充て
ている。

全額補助 一部補助有 市全額

71

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

周辺の生活環境への影響(防犯､害虫
の発生)を防止する｡所有者が自ら進
んで除草に携わり適正管理ができる
状態になる。 124 249 373 124

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-71

(教)総務課
庶務係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
市内に居住する高等学校等に在学す
る者で経済的理由により就学が困難
な者。

申請者数 給付者数
決定者に対す
る退学者数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

2,160 505 2,665

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

東久留米市奨学資金に関する条例

2,130 495 2,625 2,130

奨学資金助成事業

手段
・

内容

毎年4月1日号の広報により周知し、4
月中の申請受付を行う。交付等の審
査は、奨学資金運営委員会において
決定する。

説明欄：今後、貸付金の回収に努めるとと
もに、貸付制度の見直しも検討する。 所管課長 （教）総務課　 東　淳治

説明欄：今後、貸付金の回収に努めるとと
もに、貸付制度の見直しも検討する。

全額補助 一部補助有 市全額

2,160

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
高等学校等生徒の就学にかかる経済
的負担の軽減を図る。

2,160 495 2,655 2,160

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個-72

生涯学習課
文化財係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 郷土誌フェアに訪れる市民･都民

参加者数
東久留米市の展
示書籍数

東久留米市の
頒布書籍数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

15 175 190

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

15 105 120 15

文化財出版物普及事
業

手段
・

内容

多摩社会教育課長会主催の「多摩郷
土誌フェア」（立川オリオン書房）
を年１回(３日間)実施、２８市町村
参加

説明欄：事業への参加は任意であるが多摩
地域全体の２８市町村の自治体が参加して
おり、市民・都民への文化財保存普及啓発
の効果は大きい。さらに、社会教育課長会
文化財部会で実施方法等を適時検討してお
り、実質的な事務的負担はかなり軽減され
ている。

所管課長 生涯学習課　 山下　一美

説明欄：事業への参加は任意であるが多摩
地域全体の２８市町村の自治体が参加して
おり、市民・都民への文化財保存普及啓発
の効果は大きい。さらに、社会教育課長会
文化財部会で実施方法等を適時検討してお
り、実質的な事務的負担はかなり軽減され
ている。

全額補助 一部補助有 市全額

15

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
東久留米市刉行の文化財資料集等の
普及

15 173 188 15

その他（多摩社会教育課長会主催　）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

個別評価事務事業 施策番号・名 基本事業番号・名 個 施策体系外事務事業

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業名
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

指標 指標 指標 事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

19,577 19,577 100 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 19,846 19,846 100

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 19,863 19,863 100

■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

70 7,000 1 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 4 必要性 4 有効性 - 達成度 3 効率性 4

（ 団 体 ） （ 円 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 70 7,000 1

上乗 □ （ 団 体 ） （ 円 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 70 7,000 1

■ （ 団 体 ） （ 円 ） （ 件 ）

個-73

保険年金課
国保年金資格係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
国民年金加入対象者（原則、20歳～
60歳）

国民年金第1号
被保険者数

国民年金に係る
加入・喪失の届
出や裁定請求件
数（以下｢届出
件 数 ｣ と い
う。）

進達件数／届
出件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

18,119 50,177 68,296

説明欄：
24年度以降に向けた方向性：

説明欄：

国民年金法

17,949 33,961 51,910

国民年金事業

手段
・

内容

国民年金の加入・喪失、相談、裁定
請求等受付及び年金事務所への進達
業務。

説明欄：法定受託事務として規定されてお
り、被保険者の年金受給権に結び付ける事
業であるため内容の変更できない。

所管課長 保険年金課　 菅原　信

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

法定受託事務として、国民年金に
係る加入・喪失等の異動処理及び裁
定請求の受理等年金事務所への進達
事務を適正に執行し、被保険者の正
しい記録管理に努め年金受給権に結
び付ける。

17,337 37,526 54,863

その他（法定受託事務）

個-74

施設管理課
土木工事係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
東京都区市町村土木関係技術管理連
絡協議会参加事業

東京都及び区
市町村

負担金 参加人数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

7 30 37

説明欄：
24年度以降に向けた方向性： 現状維持

説明欄：

東京都区市町村土木関係技術管理連絡協議
会要綱

7 30 37 7

東京都区市町村土木
関係技術管理連絡協
議会参加事業

手段
・

内容

建設工事の適正かつ効率的な執行の
確保を図るために必要な取り組みに
ついて（各種基準類の改定につい
て、工事安全対策の取り組み）

説明欄：工事施工時の事故防止に向けた安
全対策や積算に使用する各種基準類の改定
並びに公共工事の品質確保の促進に向けた
取り組み等について情報を共有化する。ま
た、公共工事を適正に執行する為に連携を
図り、発注者間の協力体制を強化し、もっ
て公共工事の品質確保の促進に寄与する。

所管課長 施設建設担当　 小島　信行

説明欄：工事施工時の事故防止に向けた安
全対策や積算に使用する各種基準類の改定
並びに公共工事の品質確保の促進に向けた
取り組み等について情報を共有化する。ま
た、公共工事を適正に執行する為に連携を
図り、発注者間の協力体制を強化し、もっ
て公共工事の品質確保の促進に寄与する。

全額補助 一部補助有 市全額

7

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
建設工事の適正かつ効率的な執行の
確保

7 30 37 7

その他（　負担金　）

東久留米市


